
、

た。

成果
　自転車活用

公

推進計画策定した。

　

共

感染症の影響を考慮す

交

るため、都市交通戦略

通

中間改定時期を令和7

係

年度に延期した。今後

8

の交通移動需要の変化

4

を注視

して中間改定に

1

反映する必要がある。

次

課題

指標名称（単位）

世

実績値 目標値

２年度 ３

代

年度 ４年度 ５年度 ７年

モ

度

成果 徒歩や自転車、

ビ

公共交通機関の利用を

リ

心がけている 33.0

テ

― 36.1 37.5 4

ィ

0.3
指標 市民の割合

推

（％）
成果 車や自転車

進

などで移動しやすい道

係

路と思う市民の割 70.1 ― 67.4 67.7 68.2
指標 合（％）

　交通戦略は愛知県内8市町で策定されている。
他市との （近隣市の自動車以外の交通分担率実績（第5次パーソントリップ調査（H23)）
比較検証 　　刈谷市 35.1%  安城市 30.2%  豊田市 27.0%  小牧市 29.0%  岡崎市 32.0%） 

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 7,455 40,945 60,381 72,797 合計 60,381,320 円
報償費 133,200 円

財
　
源

特定財源 1,000 6,160 10,561 8,900 旅費 95,720 円
役務費 3,465,000 円

一般財源 6,455 34,785 49,820 63,897 委託料 56,687,400 円

職員人件費　② 15,306 14,006 17,016 0

総事業費（①＋②） 22,761 54,951 77,397 72,797

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ４年度特定財源名称

４年度までの累積事業費 0 前年度繰越金
街路交通調査費補助金  

６年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和５年度

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

（

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

令

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

和

計画
分野 都市環境

基本

４

施策 道路・交通
施策体

年

系
施策の内容 総合交通

度

対策の推進

目
　
　
　
的

評

　都市交通戦略に基づ

価

き、交通の円滑化を目

）

主
た
る
内
容

〇都市交通

刈

戦略に掲げる施策の実

谷

施
指した道路計画、公

市

共交通計画及び移動手

事

段 　・幹線道路計画調

務

査
の適正化を推進し、

事

「ひとと環境にやさし

業

く 　・交通課題の把握

評

持続可能な都市交通体

価

系」の構築を目指す。

シ

　・公共施設連絡バス

ー

の運行状況調査
　・移

ト

動手段適正化に向けた

（

調査・検討
　 

位
置
づ

様

け

関連計画 刈谷市都市

式

計画マスタープラン、

１

刈谷市環境都市アクシ

）

ョンプラン、衣浦定住

会

自立圏共生ビジョン

根

計

拠法令

対象者 対象者を

名

限定せず 事業期間 平成

担

２４年度 ～ 令和１２年

当

度

実施方法 ■直営　■

部

委託　□指定管理　□

都

補助・助成　□その他

市政策部

一般会計
都

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

市

績

２年度実績 ３年度実

交

績 ４年度実績 ５年度計

通

画

・刈谷市都市交通協

計

議会開催 ・刈谷市都市

画

交通協議会開催 ・刈谷

調

市都市交通協議会開催

査

・幹線道路に係る調査

推

・検討
・幹線道路に係

進

る調査・検討 ・幹線道

事

路に係る調査・検討 ・

業

幹線道路に係る調査・

担

検討 ・都市計画道路の

当

変更
・都市計画道路に

課

関する検討 ・自転車活

都

用推進計画の検討 ・自

市

転車活用推進計画の策

交

定 （Ｒ4繰越分）
・公

通

共施設連絡バスの運行

課

状 （Ｒ3繰越分） ・道

款

路予備設計業務委託
　

項

況調査 ・都市交通戦略

目

中間改定に関
（Ｒ2繰

担

越分）　　　　　　　

当

　する実態調査の実施

係

・刈谷市公共施設連絡

道

バス利
　用実態調査の

路

実施

　交通需要等の変

計

化やニューノーマルへ

画

の対応に関する方向性

係

を検討することができ
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Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各

令

視点からの評価 評価の

和

理由

　地域活力の向上

５

、防災・減災対策の推

年

進、交通弱者が安
・法

度

的業務
高い

心かつ安全

（

に移動できる移動環境

令

の確保、感染症の影響

和

な
必要性 ・市民ニーズ

４

、社会需要 ど、交通を

年

取り巻く環境は近年大

度

きく変化している。
・

評

市民生活上必要である

価

　など 　市民の安全で

）

快適な移動環境を確保

刈

するために、総合交
通

谷

体系の確立は必要不可

市

欠である。
　市内全体

事

における道路、公共交

務

通、自転車、駅前広場

事

な
・コストの節減、費

業

用対効果
高い

どの様々

評

な計画を複合的かつ連

価

携して手段の最適性を

シ

検討
効率性 ・執行体制

ー

の効率性 できる事業で

ト

あり、効率的に検討す

（

ることができる事業で

様

・手段の最適性　など

式

ある。

　道路、交通、

２

バリアフリーなど移動

）

に関する施策や取組
・

会

市が主体となって実施

計

する
高い

を総合的に判

名

断し、刈谷市都市交通

担

戦略を推進するために

当

妥当性 　べき事業であ

部

るか 市が主体となって

都

実施することが妥当で

市

ある。
・総合計画との

政

整合性　など

　様々な

策

手段で移動できる交通

部

環境が構築されること

一

によ

施策への ・施策へ

般

の貢献度
高い

り、市民

会

サービスへの貢献度は

計

高い。
・目標達成度

貢

都

献度 ・市民サービスへ

市

の効果　など

今後の方

交

向性 □拡充　■現状維

通

持　□改善・効率化　

計

□縮小　□終期設定　

画

□休止・廃止

　総合交

調

通対策の推進のため刈

査

谷市都市交通戦略に掲

推

げる施策の推進を図る

進

とともに、中間改定の

事

策定を行う。
　総合交

業

通体系の構築を目指し

担

、公共交通や自転車の

当

活用など多様な交通手

課

段に関する検討を行っ

都

ていく。

市交通

Ｃ

課

 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 

款

　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価
　

項

∨

目 担当係 道路計画係、



標
活動
指標

　地域公共交通計画は策定が努力義務化され、前身の計画である公共交通網形成計画から新たに計画策定を
他市との 実施する必要がある自治体が多く、同様な取組が行われている。
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 7,617 13,044 30,440 合計 13,043,810 円
報償費 110,400 円

財
　
源

特定財源 0 0 1,000 0 旅費 9,880 円
委託料 7,667,000 円

一般財源 0 7,617 12,044 30,440 使用料及び賃借料 28,780 円
負担金、補助及び

職員人件費　② 0 8,328 9,035 17,222 交付金 5,227,750 円

総事業費（①＋②） 0 15,945 22,079 47,662

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ４年度特定財源名称

４年度までの累積事業費 0 一般寄附金

６年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和５

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

年

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

度

事
　
業
　
概
　
要

総合計

（

画
分野 都市環境

基本施

令

策 道路・交通
施策体系

和

施策の内容 公共交通の

４

充実

目
　
　
　
的

　公共

年

交通のさらなる利便性

度

向上を図るため､

主
た

評

る
内
容

〇地域公共交通

価

計画の策定
各種調査及

）

び分析を行い、かりま

刈

るの路線再 　・刈谷市

谷

の地域特性の把握
編を

市

始めとした公共交通施

事

策について検討を 　・

務

公共交通の現状分析
進

事

める。 　・利用実態及

業

びニーズ調査
〇公共交

評

通の運行に関する計画

価

の策定

位
置
づ
け

関連計

シ

画 刈谷市都市交通戦略

ー

根拠法令 地域公共交通

ト

活性化再生法

対象者 対

（

象者を限定せず 事業期

様

間 令和３年度 ～ 令和６

式

年度

実施方法 ■直営　

１

■委託　□指定管理　

）

□補助・助成　□その

会

他

計名 担当部 都市政

Ｂ
　
事
　
業
　
実

策

　
績

２年度実績 ３年度

部

実績 ４年度実績 ５年度

一

計画

　 ・地域公共交通

般

計画策定に係 ・地域公

会

共交通計画策定に係 ・

計

地域公共交通計画の策

公

定
　 　る調査・検討 　

共

る検討 ・バス運行計画

交

策定に係る検
　 ・バス

通

運行計画策定に係る検

再

　討
　 　討 　　路線、

編

ダイヤ等の検討
　　　

事

――――――― 　　意

業

見交換会の実施
・デマ

担

ンド交通実証実験の実

当

　施

　令和３年度に実

課

施したアンケートに加

都

え、公共交通に関する

市

意見交換会を各中学校

交

区で実施、ビッグデー

通

タによる分析

成果
も行

課

い、地域における市民

款

の生活における移動需

項

要を把握し、地域公共

目

交通計画における公共

担

交通ネットワーク案を

当

作成

できた。

　計画の

係

施策に関する具体的な

公

内容を提示することが

共

できなかった。令和５

交

年度で実施する予定。

通

課題

指標名称（単位）

係

実績値 目標値

２年度 ３

8

年度 ４年度 ５年度 ７年

4

度

活動 刈谷市都市交通

1

協議会（専門部会）開催数（回） ー 2 2 3
指



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

  市民の暮らしを

令

支える公共交通機能に

和

ついて、移動需要
・法

５

的業務
高い

を分析し、

年

まちづくりと連携した

度

公共交通ネットワーク

（

を
必要性 ・市民ニーズ

令

、社会需要 構築し、バ

和

ス、鉄道、タクシー等

４

の公共交通が各々の役

年

割
・市民生活上必要で

度

ある　など を担うこと

評

に繋がるため、必要性

価

が高い事業である。

 

）

 様々な交通手段を組

刈

み合わせて公共交通を

谷

機能させるこ
・コスト

市

の節減、費用対効果
高

事

い
とで、市民の移動需

務

要に応じた交通体系を

事

構築することが
効率性

業

・執行体制の効率性 で

評

き、最も費用対効果や

価

体制、手段が最適化さ

シ

れる状態を
・手段の最

ー

適性　など 目指し検討

ト

しており、効率性の高

（

い事業である。

  市

様

民の移動需要とまちづ

式

くりに応じた公共交通

２

ネットワ
・市が主体と

）

なって実施する
高い

ー

会

クの検討、異なる交通

計

事業者との調整など、

名

様々な施策
妥当性 　べ

担

き事業であるか や計画

当

とも連動していること

部

も含め市が主体となっ

都

て実施
・総合計画との

市

整合性　など する必要

政

がある。

  高齢化の

策

進展、渋滞の緩和など

部

の様々な課題に対して

一

、

施策への ・施策への

般

貢献度
高い

より市民の

会

ニーズに合わせた公共

計

交通機能の提供が求め

公

ら
・目標達成度 れてお

共

り、本事業で実施され

交

る計画の策定が市民生

通

活の課
貢献度 ・市民サ

再

ービスへの効果　など

編

題解決に繋がる事業で

事

ある。

今後の方向性 □

業

拡充　■現状維持　■

担

改善・効率化　□縮小

当

　□終期設定　□休止

課

・廃止

  地域課題の

都

分析を進め、さらなる

市

市民のニーズの把握に

交

努めて、よりよい公共

通

交通機能の役割分担、

課

バス路線の改
正、新た

款

な公共交通機能の導入

項

検討を進める。

目 担当係

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 

公

　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評

共

　
価
　
∨

交通係

8 4 1
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Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 4,414 226,679 292,980 376,673 合計 292,980,139 円
旅費 145,260 円

財
　
源

特定財源 0 200,178 292,835 287,369 負担金、補助及び
交付金 292,834,879 円

一般財源 4,414 26,501 145 89,304

職員人件費　② 6,458 6,814 7,921 9,966

総事業費（①＋②） 10,872 233,493 300,901 386,639

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ４年度特定財源名称

４年度までの累積事業費 0 繰越金・JR刈谷駅総合改善事
業費補助金

６年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和５

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

年

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

度

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

（

総合計画
分野 都市環境

令

基本施策 道路・交通
施

和

策体系
施策の内容 公共

４

交通の充実

目
　
　
　
的

年

　ＪＲ刈谷駅の通勤・

度

通学時等におけるホー

評

主
た
る
内
容

　ＪＲ刈谷

価

駅のホーム拡幅、ホー

）

ムドア設置､
ム等の混

刈

雑を解消し、安全性の

谷

確保及び利便 駅舎改修

市

等の改良の設計、工事

事

等に関する総
性の向上

務

を図る。 合的な調整及

事

び鉄道事業者への補助

業

を行う。

位
置
づ
け

関連

評

計画

根拠法令

対象者 東

価

海旅客鉄道株式会社 事

シ

業期間 令和元年度 ～ 令

ー

和８年度

実施方法 □直

ト

営　□委託　□指定管

（

理　■補助・助成　□

様

その他

式１）

会計名 担当

Ｂ
　
事
　
業

部

　
実
　
績

２年度実績 ３

都

年度実績 ４年度実績 ５

市

年度計画

・ＪＲ刈谷駅

政

改良に関する総 （Ｒ2

策

繰越分含む） （Ｒ3繰

部

越分含む） （Ｒ4繰越

一

分含む）
  合的な調

般

整 ・ＪＲ刈谷駅改良に

会

関する総 ・ＪＲ刈谷駅

計

改良に関する総 ・ＪＲ

Ｊ

刈谷駅改良に関する総

Ｒ

・ＪＲ刈谷駅改良に関

刈

する鉄   合的な調整

谷

  合的な調整   合

駅

的な調整
  道事業者

総

への補助 ・ＪＲ刈谷駅

合

改良に関する鉄 ・ＪＲ

改

刈谷駅改良に関する鉄

善

・ＪＲ刈谷駅改良に関

事

する鉄
  道事業者へ

業

の補助　　　　   道

担

事業者への補助　　　

当

　   道事業者への補

課

助　　

　東海旅客鉄道

都

株式会社への補助金の

市

交付及び事業調整を行

交

い、駅改良工事を進め

通

ることができた。

成果

課

　国及び県に対して事

款

業に対する支援の要望

項

を行い、補助金の交付

目

を受け、財政負担の軽

担

減につなげた。

課題

指

当

標名称（単位）
実績値

係

目標値

２年度 ３年度 ４

公

年度 ５年度 ７年度

活動

共

事業進捗率（％） 0.

交

4 6.0 16.3 26

通

.0 66.7
指標
活動

係

指標

他市との
比較検証

8



1

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

  ＪＲ刈谷

令

駅は、特に通勤時間帯

和

にはホームは人で溢れ

５

､大
・法的業務

高い
変

年

危険な状態であるとと

度

もに､改札までの移動

（

にも時間を要
必要性 ・

令

市民ニーズ、社会需要

和

することから、安全性

４

の確保と利便性の向上

年

のため、必要
・市民生

度

活上必要である　など

評

性の高い事業である。

価

  東海旅客鉄道株式

）

会社が施工するにあた

刈

り、効率的かつ
・コス

谷

トの節減、費用対効果

市

高い
最適な整備が行え

事

るよう、補助金の制度

務

で実施している。
効率

事

性 ・執行体制の効率性

業

・手段の最適性　など

評

  ＪＲ刈谷駅は市の

価

玄関口であり、駅機能

シ

の向上が市の発
・市が

ー

主体となって実施する

ト

高い
展に大きく寄与す

（

ることから、鉄道事業

様

者、国、県と一体
妥当

式

性 　べき事業であるか

２

となって実施していく

）

必要がある。
・総合計

会

画との整合性　など

 

計

 交通結節機能の強化

名

し、公共交通機能の充

担

実につなげる

施策への

当

・施策への貢献度
高い

部

とともに、駅周辺のま

都

ちづくりの起点となる

市

事業であり､市
・目標

政

達成度 全体の発展に大

策

きく貢献する事業であ

部

る。
貢献度 ・市民サー

一

ビスへの効果　など

今

般

後の方向性 ■拡充　■

会

現状維持　■改善・効

計

率化　□縮小　□終期

Ｊ

設定　□休止・廃止

　

Ｒ

令和8年度の完了を目

刈

指し、整備内容に応じ

谷

た補助を行っていく。

駅

　東海旅客鉄道株式会

総

社と定期的な協議を重

合

ね、事業費の平準化を

改

図るとともに、財政負

善

担軽減に向けた取り組

事

みを
継続して行ってい

業

く。

担当課

Ｃ
 
　

都

Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ

市

 
　
∧
　
評
　
価
　
∨

交通課

款 項 目 担当係 公共交通係

8 4



4

277 0 0

職員人件費

1

　② 0 3,028 1,506 0

総事業費（①＋②） 0 7,505 2,243 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ４年度特定財源名称

４年度までの累積事業費 0 前年度繰越金

６年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和５

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

年

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

度

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

（

総合計画
分野 都市環境

令

基本施策 市街地・住環

和

境
施策体系

施策の内容

４

まちなみ・景観の充実

年

目
　
　
　
的

　市民及び

度

来訪者に対して、主要

評

な公共施設

主
た
る
内
容

価

〇刈谷駅周辺誘導案内

）

サインの整備
等の位置

刈

を適切に案内し、安全

谷

かつ円滑に移
動できる

市

ようにする。

位
置
づ
け

事

関連計画 刈谷市都市交

務

通戦略、刈谷市バリア

事

フリー基本構想

根拠法

業

令 都市・地域総合交通

評

戦略要綱、バリアフリ

価

ー法

対象者 対象者を限

シ

定せず 事業期間 令和３

ー

年度 ～ 令和７年度

実施

ト

方法 □直営　■委託　

（

□指定管理　□補助・

様

助成　□その他

式１）

会計名 担当

Ｂ

部

　
事
　
業
　
実
　
績

２年

都

度実績 ３年度実績 ４年

市

度実績 ５年度計画

　 ・

政

刈谷駅周辺誘導案内計

策

画の （Ｒ3繰越分） 　

部

　 　策定 ・刈谷駅前線

一

愛称看板の整備 　
　 ・

般

刈谷駅前線の愛称募集

会

　
　 　
　　　――――

計

――― 　　　――――

公

―――

　刈谷駅前線愛

共

称看板の整備を実施し

施

た。

成果

課題

指標名称

設

（単位）
実績値 目標値

サ

２年度 ３年度 ４年度 ５

イ

年度 ７年度

成果 刈谷駅

ン

周辺に活気や魅力があ

整

ると思う市民の割合（

備

60.6 ― 66.3 6

事

6.4 66.8
指標 ％

業

）
活動
指標

他市との
比

担

較検証

当課 都市交通課

款

Ｃ
　
事
　
業
　

項

コ
　
ス
　
ト

単位：千円

目

２年度 ３年度 ４年度 ５

担

年度 ４年度

（決算） （

当

決算） （決算） （予算

係

） 事業費内訳

事業費　

道

① 0 4,477 737

路

0 合計 737,000

計

 円
工事請負費 737

画

,000 円

財
　
源

特

係

定財源 0 2,200 7

8

37 0

一般財源 0 2,



1

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　サインは、

令

市民や来訪者などの不

和

特定多数の人が目的地

５

・法的業務
高い

に安全

年

かつ円滑に移動できる

度

ように必要な情報を伝

（

えるた
必要性 ・市民ニ

令

ーズ、社会需要 めの施

和

設であることから、必

４

要性は高い。
・市民生

年

活上必要である　など

度

　街の魅力を高め、市

評

民や来訪者の皆さまに

価

とって統一さ
・コスト

）

の節減、費用対効果
普

刈

通
れてわかりやすいサ

谷

インとなるよう、サイ

市

ンの大きさ、文
効率性

事

・執行体制の効率性 字

務

の形や太さ、色彩等、

事

視認要素においてユニ

業

バーサルデ
・手段の最

評

適性　など ザインに配

価

慮した基本的なデザイ

シ

ンや設置方法のガイド

ー

ラ
インを作成している

ト

。
　刈谷市バリアフリ

（

ー基本構想に基づき、

様

重点整備区域で
・市が

式

主体となって実施する

２

高い
ある刈谷駅周辺を

）

対象として、整備を進

会

めることとしてい
妥当

計

性 　べき事業であるか

名

る。
・総合計画との整

担

合性　など

　高齢者や

当

障害者、子ども、外国

部

人など誰でも容易に認

都

識

施策への ・施策への

市

貢献度
高い

、理解でき

政

るよう、必要なサイン

策

を効果的に配置するこ

部

と
・目標達成度 で、移

一

動中に不安や迷いが生

般

じることなく、目的地

会

まで連
貢献度 ・市民サ

計

ービスへの効果　など

公

続的に誘導ができるよ

共

うになることで市民サ

施

ービスの向上
につなが

設

る。

今後の方向性 □拡

サ

充　■現状維持　□改

イ

善・効率化　□縮小　

ン

□終期設定　□休止・

整

廃止

　刈谷市バリアフ

備

リー基本構想に基づき

事

、重点整備区域である

業

刈谷駅周辺の案内や誘

担

導を目的としたサイン

当

の整備を
進める。

課 都市交

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ

通

 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　

課

評
　
価
　
∨

款 項 目 担当係 道路計画係

8 4



通

　　　　　　　126

係

,397人 　　　　　

8

　　  139,94

4

2人
　小垣江・依佐美

1

線 　小垣江・依佐美線 　小垣江・依佐美線
　　　　　　　　 96,550人 　　　　　　　112,450人 　　　　　　　　125,513人
　東刈谷・逢妻線 　東刈谷・逢妻線44,589人 　東刈谷・逢妻線 49,026人
　　　　　　　　 43,746人 ・8月1日付でダイヤ改正実施

　新型コロナウイルスの影響を受け、減少した利用者数に回復傾向が見られた。

成果
　バス車両への有料広告掲載を希望する広告主を募集し、令和4年度は3,761,902円の広告収入を得られた。

　運行本数、移動時間、バス停位置等の要望に対して検討する必要がある。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ７年度

成果 利用者数（人） 516,336 566,381 624,301 652,000 691,000
指標

指標
安城市　あんくるバス《11路線　利用料100円》、碧南市　くるくるバス《2路線　利用料無料》、知立市　

他市との ミニバス《5路線　利用料100円》、高浜市　いきいき号《5路線　利用料100円》
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 356

Ｄ

,963 354,32

　

3 354,530 35

　

6,059 合計 354

　

,529,682 円

Ｏ

需用費 636,890

　

 円

財
　
源

特定財源 5

　

,086 6,593 3

∧

,762 5,992 委

　

託料 352,295,

　

064 円
使用料及び

実

賃借料

一般財源 351

　

,877 347,73

　

0 350,768 35

施

0,067 1,597

　

,728 円

職員人件

　

費　② 11,946 6

∨

,814 4,894 5,128

総事業費（①＋②） 368,909 361,137 359,424 361,187

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ４年度特定財源名称

４年度までの累積事業費 0 行政財産目的外使用料、バス
ロケーションシステム市町負

６年度以降の事業費見込 0 担金、広告料収入

令和５

Ｐ
　
　
Ｌ

年

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

度

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

（

概
　
要

総合計画
分野 都

令

市環境

基本施策 道路・

和

交通
施策体系

施策の内

４

容 公共交通の充実

目
　

年

　
　
的

　市内公共施設

度

等を結ぶ連絡バスを運

評

行する

主
た
る
内
容

　〇

価

公共施設連絡バス「か

）

りまる」の運行
ことで

刈

、公共施設利用の利便

谷

性の向上を図る   運

市

行路線　6路線
ととも

事

に、広く一般市民、特

務

に交通弱者と言 　東境

事

線
われる高齢者等の積

業

極的な社会参加と、渋

評

滞 　西境線
緩和や環境

価

負荷低減等の観点から

シ

、通勤通学 　一ツ木線

ー

　
の利用を促進する。

ト

　運動公園・東刈谷線

（

　小垣江・依佐美線
　

様

東刈谷・逢妻線
〇バス

式

ロケーションシステム

１

の運用

位
置
づ
け

関連計

）

画 刈谷市都市交通戦略

会

、環境都市アクション

計

プラン、衣浦定住自立

名

圏共生ビジョン

根拠法

担

令 刈谷市公共施設連絡

当

バス運行事業実施要綱

部

対象者 対象者を限定せ

都

ず 事業期間 平成９年度

市

～

実施方法 □直営　■

政

委託　□指定管理　□

策

補助・助成　□その他

部

一般会計
公共施設

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

連

績

２年度実績 ３年度実

絡

績 ４年度実績 ５年度計

バ

画

・総利用者数　　5

ス

16,336人 ・総利

運

用者数　566,38

行

1人 ・総利用者数　 

管

 624,301人 ・

理

安全安心な運行の実施

事

　東境線　　　　10

業

9,358人 　東境線

担

　　　118,241

当

人 　東境線　　　  

課

125,631人
　西

都

境線　　　　 99,

市

492人 　西境線　　

交

　109,886人 　

通

西境線　　　  12

課

1,657人
　一ツ木

款

線　　 　48,25

項

5人 　一ツ木線　　 

目

54,818人 　一ツ

担

木線　　   62,

当

532人
　運動公園・

係

東刈谷線 　運動公園・

公

東刈谷線 　運動公園・

共

東刈谷線
　　　　　　

交

　　118,935人



交

,301 652,00

通

0 691,000
指標

係

指標

他市との
比較検証

8 4 1

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 9,343 108,617 2,746 2,500 合計 2,745,500 円
需用費 154,000 円

財
　
源

特定財源 2,150 1,857 0 0 役務費 23,000 円
工事請負費 2,568,500 円

一般財源 7,193 106,760 2,746 2,500

職員人件費　② 7,578 4,164 904 306

総事業費（①＋②） 16,921 112,781 3,650 2,806

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ４年度特定財源名称

４年度までの累積事業費 0

６年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和５

Ｐ
　
　

年

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

度

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

（

　
概
　
要

総合計画
分野

令

都市環境

基本施策 道路

和

・交通
施策体系

施策の

４

内容 公共交通の充実

目

年

　
　
　
的

　公共施設連

度

絡バス停留所の待合環

評

境を整備

主
た
る
内
容

〇

価

バス停ベンチ及び上屋

）

等設置
し、利便性向上

刈

と利用の促進を図る。

谷

〇バス停照明器具設置

市

及び修繕
〇バス停改良

事

工事

位
置
づ
け

関連計画

務

刈谷市都市交通戦略

根

事

拠法令

対象者 対象者を

業

限定せず 事業期間 ～

実

評

施方法 ■直営　■委託

価

　□指定管理　□補助

シ

・助成　□その他

ート （様式１）

会計

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

２

名

年度実績 ３年度実績 ４

担

年度実績 ５年度計画

・

当

バスロケーションシス

部

テム ・バス停照明器具

都

修繕 13箇所・バス

市

停照明器具修繕 12

政

箇所・バス停照明器具

策

付替 10箇所
　モニ

部

ター設置    　 

一

 2箇所・バス停ベン

般

チ上屋等設置 ・バス停

会

ベンチ上屋等設置 ・バ

計

スロケーションシステ

公

ム
・バス停照明器具設

共

置 16箇所　　　　

施

　　　　　　　2箇所

設

　　　　　　　　　　

連

　1箇所　モニター購

絡

入    　  2箇

バ

所
・バス停照明器具修

ス

繕  5箇所・バス待

停

機場用地購入　1箇所

留

・バス停改良工事　　

所

　1箇所
・バス停改良

整

工事 　　 5箇所（

備

Ｒ2繰越分）
・バス停

事

ベンチ上屋等設置 ・バ

業

ス時刻表改正に伴うバ

担

ス
　　　　　　　　　

当

　　1箇所　停留所標

課

識作成設置

　利用者が

都

快適にバス利用できる

市

よう、ベンチ及び上屋

交

を小垣江駅西口バス停

通

に設置した。

成果

　路

課

線の改正と合わせてバ

款

ス停留所の環境整備を

項

検討する必要がある。

目

課題

指標名称（単位）

担

実績値 目標値

２年度 ３

当

年度 ４年度 ５年度 ７年

係

度

成果 バスの利用者数

公

（人） 516,336

共

566,381 624



係

（決算） （決算） （予

8

算） 事業費内訳

事業費

4

　① 22,055 17

1

,099 13,787 15,000 合計 13,787,000 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 13,787,000 円

一般財源 22,055 17,099 13,787 15,000

職員人件費　② 1,680 61 60 54

総事業費（①＋②） 23,735 17,160 13,847 15,054

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ４年度特定財源名称

４年度までの累積事業費 0

６年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和５

Ｐ
　
　
Ｌ
　

年

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

度

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

（

　
要

総合計画
分野 都市

令

環境

基本施策 道路・交

和

通
施策体系

施策の内容

４

公共交通の充実

目
　
　

年

　
的

　市内南北線の軸

度

として速達性の高い民

評

間の

主
た
る
内
容

　〇刈

価

谷・愛教大線維持費補

）

助
乗合バス路線を維持

刈

することにより、北部

谷

地
域と刈谷駅周辺への

市

移動の利便性向上と愛

事

知
教育大学学生の通学

務

手段を確保する。

位
置

事

づ
け

関連計画 刈谷市都

業

市交通戦略

根拠法令 刈

評

谷市補助金等交付規則

価

対象者 対象者を限定せ

シ

ず 事業期間 平成１９年

ー

度 ～

実施方法 □直営　

ト

□委託　□指定管理　

（

■補助・助成　□その

様

他

式１）

会計名 担当

Ｂ
　
事
　
業
　
実

部

　
績

２年度実績 ３年度

都

実績 ４年度実績 ５年度

市

計画

・利用者数　31

政

,973人 ・利用者数

策

　31,939人 ・利

部

用者数　33,125

一

人 ・利用者数　37,

般

000人

　刈谷・愛教

会

大線と「かりまる」と

計

の連携等についてバス

地

事業者と検討した。

成

方

果

　新型コロナウイル

バ

ス感染症等の影響によ

ス

り減少した利用者数か

路

ら回復傾向が見られる

線

が、コロナ禍以前の水

維

準には回復

していない

持

。
課題

　今後も利用者

費

増に向け、引き続き「

補

かりまる」との連携等

助

を検討する必要がある

事

。

指標名称（単位）
実

業

績値 目標値

２年度 ３年

担

度 ４年度 ５年度 ７年度

当

成果 利用者数（人） 3

課

1,973 31,93

都

9 33,125 37,

市

000 39,000
指

交

標
活動
指標

　
他市との

通

比較検証

課

款 項 目 担当係 公

Ｃ
　
事
　
業

共

　
コ
　
ス
　
ト

単位：千

交

円
２年度 ３年度 ４年度

通

５年度 ４年度

（決算）



0,000 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 2,100,000 円

一般財源 600 1,200 2,100 2,400

職員人件費　② 672 53 53 54

総事業費（①＋②） 1,272 1,253 2,153 2,454

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ４年度特定財源名称

４年度までの累積事業費 0

６年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

ユニバーサルデザインタクシー購入費補助

事業

令和５年

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

度

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

（

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

令

総合計画
分野 都市環境

和

基本施策 道路・交通
施

４

策体系
施策の内容 公共

年

交通の充実

目
　
　
　
的

度

　親子連れ、高齢者、

評

障害者をはじめ、誰も

価

主
た
る
内
容

　ユニバー

）

サルデザインタクシー

刈

を購入する
が快適に利

谷

用できる交通環境の整

市

備を推進す タクシー事

事

業者に対し、補助金を

務

交付する。
る。 ○補助

事

額　1台当たり30万

業

円

位
置
づ
け

関連計画 刈

評

谷市都市交通戦略

根拠

価

法令 刈谷市補助金等交

シ

付規則

対象者 刈谷市を

ー

営業区域のタクシー事

ト

業者 事業期間 平成３０

（

年度 ～ 令和５年度

実施

様

方法 □直営　□委託　

式

□指定管理　■補助・

１

助成　□その他

）

会計名 担当部 都

Ｂ

市

　
事
　
業
　
実
　
績

２年

政

度実績 ３年度実績 ４年

策

度実績 ５年度計画

・補

部

助台数　2台 ・補助台

一

数　4台 ・補助台数　

般

7台 ・補助台数　8台

会

　令和4年度は210

計

万円の補助を行い、ユ

担

ニバーサルデザインタ

当

クシーの普及促進がで

課

きた。

成果

課題

指標名

都

称（単位）
実績値 目標

市

値

２年度 ３年度 ４年度

交

５年度 ７年度

活動 補助

通

台数（台） 2 4 7 8 ー

課

指標
活動
指標

１台あた

款

りの補助額（R4年度

項

現在）
他市との 安城市

目

：無し、高浜市：無し

担

、知立市：15万円、

当

碧南市：無し、西尾市

係

：10万円、愛知県：

公

10万円
比較検証

共交通係

8 4 1

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 600 1,200 2,100 2,400 合計 2,10



通

5,811,658,

係

480円 　　　　　5

8

,841,033,6

4

14円 　　　　　5,

1

395,114,614円

　取崩を行うことで、計画的かつ効率的な整備を推進するとともに、将来の整備に向けて積み立てを行った。

成果

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ７年度

活動
指標
活動
指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 581,062 507,892 507,375 9,081 合計 507,375,134 円
積立金 507,375,134 円

財
　
源

特定財源 11,062 7,892 7,151 9,081

一般財源 570,000 500,000 500,224 0

職員人件費　② 560 151 151 153

総事業費（①＋②） 581,622 508,043 507,526 9,234

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ４年度特定財源名称

４年度までの累積事業費 0 都市交通施設整備基金積立金
利子

６年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和５

Ｐ
　
　
Ｌ

年

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

度

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

（

概
　
要

総合計画
分野 都

令

市環境

基本施策 道路・

和

交通
施策体系

施策の内

４

容 総合交通対策の推進

年

目
　
　
　
的

　道路、橋

度

りょうその他の交通に

評

係る施設（

主
た
る
内
容

価

　都市交通施設整備基

）

金に、運用収入等を積

刈

都市交通施設）を計画

谷

的かつ効率的に整備す

市

み立てる。
るために積

事

み立てを行う。

位
置
づ

務

け

関連計画 刈谷市都市

事

交通戦略

根拠法令 刈谷

業

市都市交通施設整備基

評

金条例第３条

対象者 対

価

象者を限定せず 事業期

シ

間 平成２８年度 ～

実施

ー

方法 ■直営　□委託　

ト

□指定管理　□補助・

（

助成　□その他

様式１）

会計名 担

Ｂ

当

　
事
　
業
　
実
　
績

２年

部

度実績 ３年度実績 ４年

都

度実績 ５年度計画

・積

市

立額　581,062

政

,464円 ・積立額　

策

507,891,99

部

8円 ・積立額　507

一

,375,134円 ・

般

積立額　9,081,

会

000円
　内運用収入

計

11,062,464

都

円 　内運用収入　7,

市

891,998円 　内

交

運用収入　7,375

通

,134円 　内運用収

施

入　9,081,00

設

0円
・取崩額　993

整

,000,000円 ・

備

取崩額　1,329,

基

000,000円 ・取

金

崩額　478,000

積

,000円 ・取崩額　

立

455,000,00

事

0円
　繰入金充当先事

業

業　 　繰入金充当先事

担

業 　繰入金充当先事業

当

　繰入金充当先事業
 

課

「市道01‐4号線他

都

道路新設  「市道01

市

‐4号線他道路新設  

交

「市道01‐4号線他

通

道路新設  「市道01

課

‐4号線他道路新設
　

款

改良」他7事業 　改良

項

」他10事業 　改良」

目

他9事業 　改良」他8

担

事業
・年度末現在高 ・

当

年度末現在高 ・年度末

係

現在高見込み ・年度末

公

現在高見込み
　　　　

共

　6,632,766

交

,482円 　　　　　


